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平成 28年９月 20日 

各      位 

会 社 名  日 本 調 剤 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長 三津原 博 

（コード番号 3341        東証第 1部） 

問合せ先  常務取締役     鎌田 良樹 

（TEL．03－6810－0800） 

 

「合同会社水野」の持分取得（子会社化）に関するお知らせ  

 

当社は、平成28年９月20日開催の取締役会において、以下のとおり、合同会社水野（本社：東京都文京区）

の持分を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．持分取得の理由 

 医薬品・調剤薬局業界を取り巻く環境は、昨年６月の「経済財政運営と改革の方針（骨太方針）2015」に

より社会保障関係費の伸びの抑制策が具体的に示され、10月には「患者のための薬局ビジョン」（厚生労働

省）にて調剤薬局が今後目指すべき方向性が示されるなど大きく変化しつつあります。 

当社では、このような方向性を踏まえつつ、地域医療機関との連携など高度な機能を備えた調剤薬局、高

度な服薬指導が可能な薬剤師の育成などを見据え、全国各地の高度医療の担い手である官公立系の医療機関

などを処方せんの主な応需先とした出店展開を従来より強力に進めております。 

このたび、東京都文京区において大学病院の門前にて調剤薬局を２店舗経営する合同会社水野の持分を取

得し、子会社化することにより、当社グループの調剤薬局事業展開のさらなる加速化が見込まれるものと考

えております。 

合同会社水野は日本で最初の調剤薬局として知られる「水野薬局」を経営し、その業界内での圧倒的なブ

ランド力はさることながら、長年の歴史で培われた運営ノウハウの先進性については業界内でも高い評価を

得ております。特に、ICTを活用した効率的な店舗運営や医療安全性向上への取り組みは業界最先端である

ことは疑いなく、これらのノウハウを弊社既存店舗の運営に活用することによって、弊社調剤薬局事業にお

ける多大なシナジー効果を生み出すことが出来るものと考えております。 

 

２．異動する子会社（合同会社水野）の概要（平成 28年９月 20日現在） 

（１） 商 号 合同会社水野 

（２） 所 在 地 東京都文京区湯島四丁目１番４号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表社員 水野 善郎 

（４） 事 業 内 容 調剤薬局の経営 

（５） 資 本 金 ３百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 11年２月 19日 

（７） 主な持分所有者及び持分比率 水野善郎 他２名 100.0％ 
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（８） 上場会社と当該会社 

    と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 25年 11月期 平成 26年 11月期 平成 27年 11月期 

  純 資 産 313百万円 299百万円 364百万円 

  総 資 産 1,382百万円 1,421百万円 1,656百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 －円 －円 －円 

  売 上 高 2,739百万円 2,626百万円 2,788百万円 

  営 業 利 益 63百万円 29百万円 57百万円 

  経 常 利 益 73百万円 43百万円 79百万円 

  社員に帰属する当期純利益 205百万円 40百万円 64百万円 

  1 株当たり当期純利益 －円 －円 －円 

  1 株 当 た り 配 当 金 －円 －円 －円 

     

３．持分取得の相手先の概要（平成 28年９月 20日現在） 

  持分取得の相手先につきましては、相手方との合意により一部非公表とさせていただきます。 

（１）氏名 水野善郎 他２名 

（２）上場会社と当該個人の関係 該当事項はありません。 

 

４．取得持分及び取得前後の持分の状況 

（１） 異動前の所有持分 
０百万円 

（持分比率：0.00％） 

（２） 取 得 持 分 
３百万円 

（全持分に対する比率：100.00％） 

（３） 異動後の所有持分 
３百万円 

（持分比率：100.00％） 

（注）取得価額につきましては、相手先との合意により非公表とさせていただきます。なお、取得価額は当該会社の業績・

財政状態等を総合的に勘案し、双方協議のうえ合理的な調整を行い、社外取締役を含む当社取締役会において公平

かつ妥当であると判断しており、その合理性につきましても担保されているものと認識しております。 

 

５．日程 

（１）取締役会決議日 平成 28年９月 20日 

（２）契 約 締 結 日 平成 28年９月 20日 

（３）持分譲渡実行日 平成 28年 10月１日（予定） 

 

６．今後の見通し 

  本件による当社の平成 29年３月期連結業績に与える影響は軽微であります。 

以 上 


